
【2026年6月公募】JICA有期職制募集ポスト一覧

番号 勤務地 部署名・課名
雇用形

態・格付
分野 業務概要

募集
人数

最長契約期間

（１）海外安全対策に係る制度・規程の整備・改定補助
（２）安全対策研修実施の運営補助・契約管理
（３）安全啓発・広報に係る調整補助
（４）海外渡航管理システムの運用補助
（５）その他附帯事項（データ処理、文書管理等）

（１）JICAインターンシップ・プログラムに係る以下の業務
　広報・募集・選考業務、受入部署及びインターン生との連絡調整、オリエンテーション企画実施、
　インターン生ネットワーキングイベント企画実施、参加学生情報の取り纏めと統計情報分析、
　社会情勢や応募学生の統計に基づくインターンシップ制度改善の補助
（２） JICA開発協力人材育成事業（留学事業）に係る以下の業務
　研修生と関係部署との連絡調整、研修中支援（経費支払い手続き等）、帰国後ヒアリング、その他
（３）国際キャリア総合サイト（PARTNER）に係る以下の業務
　PARTNERシステム運営上の手続き・各種補佐、JICA情報システム部との連絡調整
（４）上記事業との関連で必要に応じ、当室のそのほかの開発協力人材養成・確保事業
　キャリアセミナー実施側面支援（学生、一般、JICA内有期職制向け）、その他

（１）国際機関（国連機関や国際金融機関）、先進国や新興国の開発援助パートナー機関、
民間財団等との連携の促進及び調整（国際会議対応業務を含む）
（２）国際機関（国連機関や国際金融機関）、先進国や新興国の開発援助パートナー機関、
民間財団等の動向についての情報収集と分析の取りまとめ（面談対応業務を含む）
（３）国際的な開発課題（特に分野横断的課題）や上記関係業務に関する当機構内外との業務調整（海外出張含む）
（４）室内の横断的業務やとりまとめ作業等

（１）担当国および担当分野の情報収集・分析及び事業計画立案
（２）上記分野のプログラムやプロジェクト形成に関する企画・調査の実施
（３）有償資金協力（円借款）、無償資金協力、技術協力案件の形成、
　　　審査（効果や収益性の分析を含む）、監理
（４）現地出張を通じた相手国政府・関係機関及び他援助機関等との協議・調整・調査
（５）上記関係業務に関する当機構内外との調整及び必要な書類の作成
（６）その他、協力事業を実施する上で必要な業務

（１）カンボジアの資金協力の案件形成に係る業務
①円借款事業の準備に必要な調査計画と調査監理
②円借款事業の案件形成に係る業務
③無償資金協力事業の形成に係る業務
（２）担当分野の新規案件の採択及び実施促進に係る対応
①担当分野の技術協力の新規案件の要望調査プロセスでの内容検討、関係部等との議論。
②新規案件の検討に必要な調査の実施、監理
（３）その他
①保健・医療分野に係る案件の監理、実施促進
②オファー型協力に係る業務対応
③横断的課題である気候変動、ジェンダー平等等に対応した協力の促進
④JICA開発大学院連携・JICAチェアの計画、実施促進

（１）モンゴルの円借款事業（運輸交通インフラ分野等）の案件監理、調達・入札支援等
（２）その他モンゴルにおける幅広い協力分野の資金協力・技術協力・民間連携事業・調査業務等
　　　の形成・審査・監理・評価等
（３）担当分野における支援方針の検討とそのために必要な情報収集等
（４）モンゴル政府の開発政策や統計情報、他ドナーの支援動向等の情報収集

（１）担当国（スリランカおよびモルディブ）および担当分野にかかる情報収集及び分析、事業計画立案
（２）JICAの協力プログラムやプロジェクト形成に関する企画・調査の実施
（３）有償資金協力（円借款）、無償資金協力、技術協力案件の形成、審査、実施監理
（４）現地出張を通じた相手国政府・関係機関及び他援助機関等との協議、調整、情報収集
（５）上記関係業務に関する当機構内外との業務調整

（１）地域内にある国・セクターの情報収集及び分析、協力計画の立案
（２）個別の協力案件（技術協力、円借款、海外投融資等）に関する形成・審査・監理
（３）米州開発銀行（IDB）など他の開発パートナーとの政策協議、連携協力案件の企画・実施
（４）上記関係業務に関するJICA内外の関係者との協議・調整
（５）その他、協力事業を実施する上で必要な業務

 （１）実施中案件のモニタリング及び関連資料作成に関する業務
（２）協調出融資先との連携を含む渉外業務
（３）その他、海外投融資業務を遂行するうえで必要な業務

9 東京都 2

民間連携事業部
海外投融資監理第一課兼海外投融資

監理第二課
（投融資案件の監理）

専門嘱託3
号

民間セク
ター開発

多岐にわた
る分野

8 東京都 1
中南米部中米・カリブ課
(開発事業マネジメント)

専門嘱託3
号

援助アプ
ローチ/戦
略/手法

多岐にわた
る分野

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から3年 （更

新回数2回）を上限とします。

5 東京都 1
東南アジア・大洋州部東南アジア第

二課
（都市開発・地域開発担当）

専門嘱託3
号

都市開発・
地域開発

多岐にわた
る分野

7 東京都 1
南アジア部南アジア第三課

（スリランカ・モルディブ担当）
専門嘱託3
号

6 東京都 1
東・中央アジア部東アジア課

（運輸交通インフラ・エネルギー等
担当）

専門嘱託3
号

運輸交通

多岐にわた
る分野

多岐にわた
る分野

4 東京都 1
東南アジア・大洋州部東南アジア第

一課
（インドネシア・マレーシア担当）

専門嘱託3
号

援助アプ
ローチ/戦
略/手法

多岐にわた
る分野

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

援助アプ
ローチ/戦
略/手法

事業調整・
南南・三角

協力

2 東京都 1
人事部開発協力人材室

（インターンシップ担当）
専門嘱託3
号

東京都 1
企画部国際援助協調企画室

（援助協調）
専門嘱託3
号

多岐にわた
る分野

3

安全管理部計画・安全啓発課
（制度・研修・広報担当）

専門嘱託2
号

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

安全管理

多岐にわた
る分野

1 東京都 1

期間の定めあり(2026年10月1日 ～ 2027年9月30日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

期間の定めあり(2026年10月1日 ～ 2027年9月30日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から3年 （更

新回数2回）を上限とします。

期間の定めあり(2026年10月1日 ～ 2027年9月30日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から3年 （更

新回数2回）を上限とします。

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から3年 （更

新回数2回）を上限とします。



番号 勤務地 部署名・課名
雇用形

態・格付
分野 業務概要

募集
人数

最長契約期間

「2027年国際園芸博覧会」のJICA関連イベント開催に関する諸調整、及びJICA横浜
所管地域（神奈川県、山梨県）における民間連携事業に関連する以下の業務を担います。
（１）「2027年国際園芸博覧会」のJICA関連イベント開催に関する諸調整
①JICA全体方針を踏まえた企画の立案・検討・実施運営・事前事後の諸調整に関する側面支援
②上記に関する各種広報業務
③①②を通じて得られた知見や実績のとりまとめ
（２）神奈川県、山梨県にある企業との民間連携事業に関する業務
①中小企業・SDGsビジネス支援事業に関する案件発掘・形成、相談対応及び募集・選考業務
②JICA関係部署との調整・連携による民間連携案件の実施促進・監理、契約監理、予算管理
③関係支援機関（中小企業支援機構、ジェトロ、地域の支援機関、経済団体、金融機関、
　自治体及び大学等）との連携及び調整業務
④JICA民間連携事業の各種広報業務（セミナー開催・講演・ブース出展、HP,SNS発信等）
⑤上記①－④を通じて得られた知見や実績のとりまとめ
⑥企業が有する技術・サービスおよび事業アイデアに関する情報収集
（３）その他、JICA横浜所長が命じる業務
（１）草の根技術協力事業及びJICA基金に関する実施監理等
（２）担当案件に係る応募相談、案件形成支援、連絡調整、経理等実施支援、
モニタリング・評価等
（３）NGO等との連携に関する業務
（４）各種団体とのネットワーク形成、各種会議・研修等に係る企画・連絡・調整
（５）その他JICA海外協力隊、開発教育支援等のJICA九州所長が指示する業務

（１）JICAボランティア事業に係る各種業務
①広報に係る業務（募集/事業理解促進イベントの企画・実施補助業務、応募相談業務他）
②地方自治体表敬に係る業務
③課題別派遣前訓練の準備・実施に係る支援業務
④地域連携・民間連携・自治体連携（神奈川県教育委員会等）のボランティア事業に係る業務
⑤JICA海外協力隊帰国隊員による国内への社会還元に関する業務
⑥各種文書の作成を含むその他関連業務
（２）開発教育支援に関する各種業務
①訪問学習及び出前講座の実施及びその支援
②国際協力関連イベントへの出展・開催支援
（３）その他JICA横浜センター所長が指示する関連業務

（１）JICA海外協力隊事業関連業務
 　①派遣前自治体表敬、帰国後自治体表敬の手続き、経費支払関連業務
 　②各県協力隊OV会、育てる会（支援する会）に関する業務

　③ JICA海外協力隊による社会還元に関する業務
 　④JICA海外協力隊応募相談対応
 　⑤JICA海外協力隊・グローカルプログラムに関する業務
 　⑥JICA海外協力隊事業の推進に関する国際協力推進員との連携調整業務
 　⑦JICA海外協力隊募集/事業説明会/セミナー/募集広報等の企画・調整・実施業務

（２）開発教育関連業務
　①開発教育支援事業の計画・実施管理
　②開発教育に関する情報収集・整理
（３）国際協力推進員関連業務
　①国際協力推進員支援業務
　②国際協力推進員関連手続き

（１）JICAサステナビリティ方針（特に、気候変動対策、自然環境保全）推進に向けた情報
収集、分析、戦略立案
（２）関係部署が作成する援助戦略文書（課題別事業戦略、国別分析ペーパー等）及び事業
形成文書（実施計画書、案件計画調書、事業事前評価表等）のレビュー・助言等を通じた
パリ協定整合確認及び気候変動・生物多様性の主流化促進
（３）気候変動・生物多様性分野に係る各種業務・調査の契約監理補佐、品質管理
（４）気候変動・生物多様性分野に係る情報収集・分析、戦略策定、制度設計、目標設定、
モニタリング、データ集計等
（５）国内外の各種会議への出席、セミナー・研修等の実施・運営補助、各種手続き
（６）サステナビリティ推進に係る機構内外へのエンゲージメント活動、広報等
（７）気候変動対策等に係る知見の集積・体系化、ナレッジマネジメントネットワーク
（KMN）活動

（１）科学技術分野の頭脳循環プログラムの実施計画の具体化・パートナー機関（※）との総合調整
　　　※光化学イノベーションセンター、理化学研究所、量子科学技術研究開発機構等を想定
（２）SATREPSの付加価値向上、優良案件形成に向けた具体的取り組みの立案と推進
（３）STID Lab（ラボ運営のため開発コンサルタントと契約）を通じた、
　　　関係事業部と研究者の共創（短期研究・調査、構想策定、概念実証等）事業の組成・実施
（４）JICAグローバルアジェンダ（JGA）に関する内外研究者との共創の促進に向けた
　　　施策の構想検討と実施計画の策定
（５）国内外会議への登壇、関係機関協議を通じた情報発信、ネットワーク構築・強化
（６）科学技術と開発に関する国際場裏での議論や先進国、国際機関の関連政策の情報収集・分析

（１）対日本センター協力にかかる情報収集、ニーズ把握、分析
（２）担当国における、民間セクター開発分野の情報収集、ニーズ把握、分析、協力内容の検討
（３）担当国における、民間セクター開発分野の事業の計画策定及び実施管理・予算管理
（４）上記担当事業の成果の発信（広報）
（５）日本センターに関連する日本国内のパートナー（大学、研究機関、民間企業等）との連携促進
（６）民間セクター開発ナレッジマネジメントネットワークを通じた知見共有等への貢献
（７）その他、民間セクター開発分野のJICA事業に関連した業務。

（１）都市・地域開発・まちづくり分野の情報収集、分析、評価等
（２）都市・地域開発・まちづくり分野の案件形成、実施、管理等
（３）都市・地域開発・まちづくり・地方創生分野の広報・情報発信等
（４）都市・地域開発・まちづくり・地方創生分野の各種調査、イベント等の実施支援等

（１）水産ブルーエコノミー振興に係る情報収集、分析
（２）水産ブルーエコノミー振興に係る協力案件の計画策定及び実施管理（含：課題別研修） 
（３）水産ブルーエコノミー振興に係る関連大学、研究機関、民間企業との連携促進

（１）自然環境保全分野に係る情報収集、分析
（２）自然環境保全分野に係る協力案件の計画策定及び実施管理（含：課題別研修） 
（３）自然環境保全分野に係る関連大学、研究機関、民間企業との連携促進

18 東京都

経済開発部
農業・農村開発第一グループ第二

チーム
（水産ブルーエコノミー振興）

ジュニア
専門員

1

期間の定めあり（2026年9月1日～2027年8月31日　まで）

1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年（更新回数1回）
を上限とします。

ただし、長期専門家等として派遣される任地等の決定が遅れ
た場合に限り、更に1回を上限に契約を更新されることがあ

ります。
（その場合の最長契約期間は採用日から2年6か月まで）

19 東京都
地球環境部森林自然環境保全グルー

プ自然環境保全第二チーム
（自然環境保全）

ジュニア
専門員

自然環境保
全

17 東京都
社会基盤部

都市・地域開発グループ第二チーム
(都市開発・まちづくり)

特別嘱託3
号

都市開発・
地域開発

1

1

期間の定めあり（2026年月9月1日～2027年8月31日まで）

本契約は更新されることはありません。
ただし、長期専門家等として派遣される任地等の決定が遅れ
た場合に限り、1回を上限に契約を更新されることがありま

す。
（その場合の最長契約期間は採用日から2年まで）

期間の定めあり（2026年9月1日～2027年8月31日まで）

本契約は更新されることはありません。
ただし、長期専門家等として派遣される任地等の決定が遅れ
た場合に限り、1回を上限に契約を更新されることがありま

す。
（その場合の最長契約期間は採用日から2年まで）

東京都

経済開発部民間セクター開発第一
チーム

(民間セクター開発（アジア投資促
進・産業振興：東南アジア）)

特別嘱託3
号

民間セク
ター開発

多岐にわた
る分野

14 東京都 1

企画部サステナビリティ推進室兼サ
ステナビリティ推進担当特命審議役

付
（環境・気候変動）

アソシエ
イト専門
員4号

13 宮城県 1
国内協力
員

市民参加

多岐にわた
る分野

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

12 神奈川県 1
国内協力
員

市民参加

多岐にわた
る分野

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更

新回数1回）を上限とします。

多岐にわた
る分野

民間セク
ター開発

期間の定めあり(2026年9月1日 ～ 2027年8月31日)市民参加

11 福岡県 1
九州センター市民参加協力課

(草の根技術協力)
専門嘱託3
号

10 神奈川県
横浜センター市民参加協力課

（2027年国際園芸博覧会・民間連携
担当）

15 東京都
ガバナンス・平和構築部STI・DX室

（科学技術協力・国際頭
脳循環推進）

アソシエ
イト専門
員5号

多岐にわた
る分野

16

1
専門嘱託3
号

期間の定めあり(2026年10月1日 ～ 2027年9月30日)

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で2028年3月31日（更新

回数1回）を上限とします。

横浜センター市民参加協力課
(協力隊員派遣支援)

（※JICA海外協力隊経験必須）

東北センター市民参加協力課
(協力隊事業等)

（※JICA海外協力隊経験必須）

気候変動対
策

自然環境保
全

水産
期間の定めあり（2026年9月1日～2027年8月31日　まで）

1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年（更新回数1回）
を上限とします。

ただし、長期専門家等として派遣される任地等の決定が遅れ
た場合に限り、更に1回を上限に契約を更新されることがあ

ります。
（その場合の最長契約期間は採用日から2年6か月まで）

援助アプ
ローチ／戦
略／手法

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが
あります。1年毎に更新を行い、最長で採用日から3年 （更

新回数2回）を上限とします。

期間の定めあり（2026年9月1日～2027年8月31日まで ）

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが

あります。
1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更新回数1回）

を上限とします。

1

期間の定めあり（2026年9月1日～2027年8月31日まで ）

上記は初回の契約期間です。契約は 独立行政法人国際協力
機構有期雇用者就業規則第 34 条に基づき更新されることが

あります。
1年毎に更新を行い、最長で採用日から2年 （更新回数1回）

を上限とします。

1


